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1 はじめに

グローバル化が進む今，国際的な経営感覚を養うと

共に，世界規模でのプロジェクトを進行させるための

基盤形成が重要性を増している．一方で，世界の多くの

教育機関でケーススタディが経営教育のみならず様々

な分野の教育に用いられている [1]．結果的にケースス

タディも多国籍間で行われる必要があるだろう．しか

し，現状では多くの人々にとって言葉と文化の壁が異

文化差や国際ビジネスケースの理解の妨げとなってい

る．本研究では，Web上でケーススタディを行えるシ

ステムを構築し，それを言語グリッド [2]に接続した多

言語ケーススタディシステムを設計した．それにより，

参加者の多言語でのケーススタディ参加による負担を

軽減し，参加国間の文化差を抽出し分析・考察を行う．

2 関連研究

ケーススタディに関しては，米国のハーバード大学

ビジネススクールで 20世紀初頭に開発された教育方法

である．Gallagher[3]はケース教育における統合環境

の構築を行った．この研究では，紙媒体で行う従来の

ケーススタディ教育をWebCTを用いてコミュニケー

ションツール，教育コンテンツ，評価コンテンツを統

合し，より豊かで柔軟性の高い教育環境の構築を目的

とした．しかし，どちらも単一言語でのケース教育が

主であり，多言語化は為されていない．

3 提案

本研究ではオンラインで多言語間ケーススタディが

可能なシステムを設計した．それを用いて異文化間ケー

ススタディを行い，事前学習分析メモ及びチャットディ

スカッションログから文化的背景に起因する文化的差

分の抽出及び分析を行う．そして，ケーススタディの
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多言語化を前提に，学習者がケースを母国語で学ぶこ

とができ，母国語でディスカッションに参加できれば，

複数の異なる国の参加者とのディスカッションが容易

に行え，参加者の負担を軽減できる．同時に，他国の

企業文化や経営者の考え方を学ぶ機会を提供できる．

3.1 システム概要

本システムは，PHPと HTMLを用いて実装し，オ

ンラインアプリケーションとした．これを多言語工房

を介して言語グリッドに接続し多言語化することで，多

国籍，多言語間でのケーススタディが可能となる．ま

た，ケースの分析メモを参加者間で共有することによ

り，個人の意見や思考のプロセスが目に見える形で，後

の多言語チャットディスカッションに作用する．シス

テムの構成とインターフェースを以下に示す．
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図 1: システムの構成

4 実験概要

実験は日本人 1名と韓国人 1名，計 2名を 1組として

計 6組で行った．ケースの題材は慶応ビジネススクー

ルの「日本人留学生田中功一」[5]の要約版を用い，日

本語版に加え，韓国語版を用いた．実験の流れとして

は，1．ケースの予習（30分），2．多言語チャットを

用いたディスカッション（40分），3.アンケートとし，

ディスカッションでは開発者がファシリテータとして

参加した．そして，それらの行程でとれた分析メモと

ディスカッションログ，アンケートデータをもとに各

参加国の特徴を抽出して分析し，考察を行った．
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5 結果と考察

実験によって得られた分析メモに対し，5因子性格

モデルを用いて 5つのカテゴリに分類し分析を行った．

なお，分析に際し韓国人の分析メモ及び発話に関して

は機械翻訳結果を用いたが，韓国語と日本語のバイリ

ンガルの協力により結果の信頼性は保たれているもの

とする．以下にその結果を示す．図中の Rは逆転を意

味し，図 3は逆転の処理済みである．
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図 2: カテゴリ別分析メモの割合

図 2より情緒安定性と勤勉性に大きな差が確認でき

た．この差は文化的な差異に起因するものと考えられ

る．また，チャットディスカッション中の誤訳による

内容の取り違えもなく，全ての実験で終始コンセンサ

スの取得に成功した．また，実験によっては誤訳の克

服も見受けられ，ファシリテータが誤訳の克服に貢献

できる可能性を見出した．これは，分析メモの共有が，

相互の考え方の相違に気付きを与えていることが考え

られる．このことから，分析メモによって異文化差を

抽出でき，それが共有されることで異文化間コミュニ

ケーションの支援となることが検証された．

また，実験後アンケートデータに基づき，SD法によ

る日韓のイメージ分析を行った（図 3）．各国からの日

本及び韓国のイメージは多少差があるものの，類似し

ている．また，図 3の情緒安定性と勤勉性の部分では，

前述の分析メモで確認できたものと同様に差が見られ

る他，外向性でも大きな差が確認できた．このことか

ら，各国のイメージ上の差と実際の文化的差分には少

なからず相関があると考えられる．

6 おわりに

本研究では異文化差分析のための多言語間ケースス

タディをデザインし，ケーススタディから得たチャット

ログと分析メモをもとに，日本人と韓国人の文化差の

抽出及び分析を行った．今後はさらに大きな文化差が
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図 3: SD法による日韓のイメージ

出るであろう欧米人を交えての実験が必要と考えられ

る．また，実用性を持たせるために，ケースの設定と

近い社会人などでの実験も有効だろう．今後の課題は，

よりスムーズなコミュニケーションに向けたシステム

の実用性の向上や，効果的なファシリテーションの追

及が考えられるほか，異文化ビジネスケースの実践に

対する位置づけの明確化が挙げられる．
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